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公明党山口県本部「企業・団体等との政策懇談会」 

 
山口県社会福祉法人経営者協議会   

会  長   内 田  芳 明  

 

 

人口減少、少子高齢化の進行等による社会構造の変化、地域社会の変容等、社会福

祉法人を取り巻く環境は大きく変化しています。そうした変化に適切に対応するため

には、良質な福祉サービスの安定的・継続的な提供にとどまらず、地域に潜在する幅

広い福祉ニーズの支援に取り組むことが重要です。 

 こうした社会福祉法人の使命と役割を果たすためには、なお一層の法人経営基盤の

強化、福祉人材の確保・定着・育成のための処遇改善及び資質向上を図ることが必要

となります。 

本会は、下記のとおり、2022（令和 4）年度の国の施策、予算に関する要望事項をと

りまとめました。 

 これらの趣旨を十分踏まえられ、今後の予算編成や施策立案にあたり、実効性をも

って反映されるよう要望します。 

 

記 

 

【税制要望事項】 

１ 社会福祉法人の法人税非課税等の税制堅持について 

（１）社会福祉法人の法人税非課税の堅持 

社会福祉法人は、その非営利性・公共性のもとに税制優遇の対象となっており、

また、人口減少・超高齢化に伴う労働力人口の減少や社会経済状勢の変化の中、

社会福祉法人が地域において果たすべき役割はますます重要になっています。加

えて、新型コロナウイルス禍の中、社会福祉法人は多様な課題を抱え困窮する人々

を支援するセーフティネットとして、他の法人とは異なり重い責務を担いながら、

前面に立って下支えしています。社会においてなくてはならない組織となるため、

地域公益活動を活発に実施していく決意のもと、社会福祉法人の基幹の仕組みで

ある現行の社会福祉法人に対する法人税非課税の堅持を引き続き強く要望します。 

（重点・継続） 

 

（２）社会福祉法人の軽減税率、みなし寄附金制度の堅持 

公益目的としての財源確保を後退させる軽減税率及びみなし寄附金制度の見直

しは、社会福祉事業や公益的な諸活動の取組拡大を阻害するものであり、現行制

度の堅持を要望します。                     （継続） 
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【要望事項】 

１ 新型コロナウイルス禍における事業継続への支援について 

（１）新型コロナウイルスワクチンの接種に係る今後の取組について 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策の柱となるワクチン接種について、国におい

ては、福祉施設・事業所の利用者及び職員に対して早期にワクチン接種ができるよう、

多大なるご尽力をいただいたことに、深く感謝申しあげますとともに、今後も戦略的

かつ計画的なワクチンの確保が図られるよう、要望します。 

また、ワクチン接種の実施主体となる各自治体においては、未接種者へのワクチン

接種の促進はもとより、今後予想される３回目のワクチン接種（ブースター接種）が

円滑に進められる体制の確保が図られるよう、お願いします。 

とりわけ、クラスターの発生につながる福祉施設・事業所の利用者及び職員へのワ

クチンの優先接種が各自治体において統一的に進められるよう、強く要望します。 

（重点・新規） 

 

（２）在宅介護者が新型コロナウイルス感染症に感染し隔離された場合の、介護の継

続に係る支援について 

在宅介護者は、高齢者、障害児者等、新型コロナウイルスに感染した場合に重症化

するリスクが高い人々に接しています。また、在宅介護者自身も介護負担が増大して

おり、疲労やストレスにより、感染しやすい状況にあります。 

在宅介護者自身が新型コロナウイルスに感染した場合や濃厚接触者になった場合、

感染リスクの高い人々への感染を回避するために、福祉施設を利用することが考えら

れますが、福祉施設の中には、ウイルスを施設内に持ち込ませないために、利用控え

をする施設もあります。施設側も、新型コロナウイルスに感染している可能性のある

高齢者を受け入れることに対してはリスクが高いため、躊躇せざるを得ない状況にあ

ります。 

在宅介護者や被介護者は、閉鎖的な空間の中、緊迫した生活を余儀なくされていま

す。このままでは、在宅介護が崩壊する可能性があります。 

新型コロナウイルスに感染した場合に重症化するリスクが高い人への感染を防ぎ、

安心して介護を継続していくために、感染防止対策を徹底して短期入所等で在宅介護

を支援する福祉施設について、適切に評価していただくよう要望します。 

（継続） 
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２ 介護福祉士等の国家試験における試験会場等について 

例年１月末頃に実施する介護福祉士国家試験について、１２県が試験会場を設置し

ていません。そのため、県内に試験会場がない受験者においては、近隣の県へ往来す

ることになります。 

新型コロナウイルス禍において、当然、会場での感染症対策は十分に行われている

と思われますが、公共交通機関や宿泊場所の利用などのリスクはあります。また、試

験会場となる県外が、緊急事態宣言対象区域及びまん延防止等重点措置対象地域とな

る可能性もあります。少なくともコロナ禍においては、暫定的にすべての都道府県で

受験できるよう要望します。 

なお、社会福祉士や精神保健福祉士の国家試験についても、全国的に会場が少ない

という状況がありますので、改善されるよう要望します。 

（新規） 

 

 

３ 福祉避難所の運営に対する支援について 

  災害時に社会福祉法人・福祉施設は、その専門的機能や設備を生かして、地域の

要配慮者等を受け入れる役割があり、多くの社会福祉法人・福祉施設では、福祉  

避難所の指定を受けています。 

  近年発生している大規模災害においては、福祉避難所の運営において、要配慮者

への相談支援や介護、生活環境の改善等の専門的な支援をはじめ、様々な福祉ニー

ズに対応するための体制や環境整備が必要となっています。 

  こうした福祉避難所の運営は、通常業務に加えて対応していることから、利用者

及び避難された要配慮者の支援が適切に行えるよう、必要な人的支援体制や財政 

支援を図られるよう要望します。 

（継続） 

 

 

４ 災害時の社会福祉法人・福祉施設の事業継続・再開に向けた取組支援について 

  社会福祉法人・福祉施設では、利用者の生命を守るため、災害時においても事業

継続計画の策定を進めています。また、地域住民の避難所や要配慮者の福祉避難所

となっている社会福祉法人・福祉施設も多くあり、地域の福祉拠点としての役割を

果たすべく取組を進めています。 

  社会福祉法人・福祉施設が災害時においても円滑に事業継続・再開を図れるよう、

事業継続計画の策定や具体的な訓練に対して、行政の関与や研修の実施、必要な財

政支援を図られるよう要望します。 

（継続） 
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５ 社会保障・社会福祉制度の拡充のための財源確保について 

（１）2022（令和 4）年度社会福祉関係予算の確保 

国は、新型コロナウイルス感染症対策として、医療・福祉サービスの提供体制

強化に重点を置くという考え方を示しています。しかしながら、近年、社会福祉

法人の経営状況は悪化しており、約 3 割の法人が赤字という厳しい状況にありま

すが、福祉サービスの提供体制の強化の重要性はますます強くなる一方です。 

また、ウィズコロナ時代に対応するため、福祉施設への医療物資の備蓄や情報

通信技術（ICT）の導入を進め、検査体制の充実を図ることも必要です。 

各福祉サービスの 2022（令和 4）年度予算の財源確保、及び国民の福祉向上の

ために将来にわたり安定的に運営ができる財源確保を図られるよう、要望します。 

（継続） 

 

（２）特定処遇改善加算の配分基準や人員配置基準の見直しによる福祉人材のさらな

る処遇改善を 

   2019（令和元）年 10月より福祉・介護職員処遇改善加算に特定処遇改善加算が

追加されました。これらの加算制度は、その配分対象基準が規定されており、職

員全体に公平に配分される加算とはなっていません。 

同じ職場内で働いていながら、職種による待遇の格差は、法人・施設内での深刻

な内部矛盾を生じさせます。この特定処遇改善加算については、法人の裁量で職員

全体の処遇改善の仕組みに改善し、報酬本体へ盛り込むよう強く要望します。 

また、養護老人ホームや救護施設などでは入所者の高齢化が進んでおり、決して

十分な人員配置基準となっていないため、職員の負担が増大しています。さらには

同じ福祉・介護の業務を行っていながら、処遇改善加算の対象となってない施設や

事業種別があり、処遇改善が行われていても施設や事業種別により改善の内容が異

なっています。 

このような状況では、福祉業界で働く職員の獲得や定着にも大きな支障をきたす

ため、福祉施設・事業所の最低基準や人員配置の見直し（増員）をするとともに、

事業種別や職種に関わりなく、さらなる処遇改善が図られるよう要望します。 

さらに、こうした複雑な制度により加算請求事務が過大となっていることから、

書類の削減等の事務の簡素化を図るようお願いします。 

（継続） 

 

（３）消費税率引き上げ後の経営状況の検証に基づく適切な対応 

   2019（令和元）年 10月より消費税率が引き上げられましたが、今後も増収分に

ついては、福祉サービスの各報酬や施設運営費、措置費等の充実・安定化に向け

た財源に確実に充当されるよう、要望します。 

（継続） 
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６ 福祉人材の確保、定着、育成等の対策の強化について 

（１）外国人人材への支援 

   高齢化が進み、特に介護分野における人材が不足しているため、外国人人材を

積極的に活用しているところですが、昨年来から続く新型コロナウイルス感染症

拡大の影響により入国受入れが中止または延期となっております。その上、介護

現場では、職員の採用が思うように進んでおりません。 

   そのため新型コロナウイルス感染症拡大の影響により帰国ができない技能実習

生の滞在期間の延長等の柔軟な対策及び我が国において安心して生活、就業でき

るよう相談体制等のフォローアップの充実が図られるよう要望します。 

（継続） 

 

（２）働きやすい職場づくりのための総合的な施策の推進 

福祉の現場においては、現在、福祉人材の確保、定着等が切実な課題となって

おり、慢性的な人手不足により過重な勤務を余儀なくされる職員は、疲弊し、体

力的、精神的な余裕を失っています。 

人が人に関わり、支える福祉の現場の人材確保・育成・定着は喫緊の課題です。

「介護離職ゼロ」、待機児童解消をはじめ「一億総活躍社会」の実現に向けては、

福祉基盤の要である福祉人材の多様な量的確保に加え、福祉サービスの質の向上

と支援・援助を担う福祉人材の専門性の向上が必要です。 

   こうした状況の中、福祉人材の確保及び育成・定着を進めるためには、幅広い

人材の参入促進、さらなる処遇改善、職員配置の拡充、キャリアパス構築の支援

をはじめ、福祉の職場に関するより一層のＰＲや社会的評価の向上等、総合的な

福祉人材確保施策の拡充を要望します。 

（継続） 

 

（３）福祉の職場や仕事に対する理解促進に向けた広報の推進等 

   福祉人材確保のためには、福祉の仕事に対する社会全体の理解が重要です。 

   特に、次世代を担う若年層（小中学生・高校生等）に対する福祉の仕事の意義

や重要性の理解促進、職業選択につながる働きかけが望まれます。社会福祉法人

においても、小中学生・高校生を対象とした出前授業等の活動を行っているとこ

ろですが、福祉行政、教育行政及び福祉関係者等、地域の多様な関係者が連携し

た継続的な取組が必要です。 

   山口県では、「地域医療介護総合確保基金」による人材確保施策の拡充を行うと

ともに、国、県において福祉・介護の仕事の本質的な意義のための広報活動を継

続的に実施されるよう要望します。 

（継続） 
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７  地域における公益的な取組の促進と法人経営基盤・環境整備の強化について 

社会福祉法人がそれぞれに有する資源・機能・専門性を活かし、地域の実態に即し

て、地域で暮らす生活困窮者等、制度の狭間となっている人たちへの支援を地域にお

ける公益的な取組として積極的に行うため、法人経営基盤・環境整備の強化を図られ

るよう要望します。 

（継続） 

 

 

８ 入所者処遇特別加算費の対象範囲の見直しによる就労機会の提供について 

高齢化社会の到来等に対応して、社会福祉施設において高齢者等ができるだけ働

きやすい条件の整備を図り、また、高齢者等によるきめ細かな入所者等のサービス

の向上を図るため、施設の業務の中で比較的高齢者等に適した業務について高齢者

等を非常勤職員として雇用した場合に加算し、入所者等の処遇の一層の向上を図る

目的で「入所者処遇特別加算費」を導入しています。 

実施要領上における「高齢者等」の範囲については、高齢者のみに限らず、身体

障害者、知的障害者、母子家庭の母及び寡婦を想定しており、児童福祉施設の「入

所児童処遇特別加算費」には上記に加えて精神障害者が含まれておりますが、他の

福祉施設には対象として含まれておりません。年齢についても、現在は 65 歳未満

の者となっております。 

今後の雇用拡充を図るために、他の福祉施設においても「高齢者等」の範囲に精

神障害者を加えていただき、年齢についても 74 歳未満の者としていただきますよ

う、要望します。 

  （継続） 

 

 

９ 福祉サービス第三者評価の受審促進について 

福祉サービス第三者評価事業の受審料の補助制度創設を要望します。また、介護保

険関連施設等にも外部評価のしくみを導入し、利用者が質の高いサービスを安心して

選択できる基盤整備を図られるよう要望します。 

（継続） 

 

 

10 社会福祉事業への民間参入について 

社会福祉法人が行っている社会福祉事業については、民間参入を検討されている事業

もありますが、社会福祉事業はそもそも利益を目的として始まったものではありません。 

利益配分が行える株式会社等の法人の参入により、質の低下やコンプライアンスの崩

壊等を招く恐れがあることも十分に考慮して、民間参入については慎重に検討されるよ

う要望します。                            （継続） 


